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第 I 部 汚染焼却飛灰廃棄物等の最終処分場（遮断型構造）の鉄筋コンクリートについて考

慮する点 

 

1. はじめに 

放射性物質汚染対処特別措置法（特措法）において特定廃棄物（対策地域内廃棄物と指定

廃棄物）が定められている。特定廃棄物のうち、福島県外の指定廃棄物（8,000Bq/kg 超）に

ついては、国は必要な最終処分場などを確保することを目指す方針を示しており[1]、「最終

処分場等の構造・維持管理による安全性の確保について」として、環境省から遮断型構造の

最終処分場施設の事例が紹介されている（参考資料 I-1[2]）。 

特定廃棄物の中には事故由来の放射性物質（Cs-134 と Cs-137）に汚染された一般廃棄物

の焼却飛灰（以下、「汚染焼却飛灰」という）がある。汚染焼却飛灰の放射性 Cs は可溶性塩

として濃縮しており[3]、特定廃棄物の中でも特に慎重に最終処分を行う必要がある。焼却

飛灰の最終処分場は建設実績もあるが、汚染焼却飛灰を最終処分するという特別な事情か

ら、本技術資料では最新の技術的知見からより安全で安心な施設を建設することを考える。

汚染焼却飛灰に水が作用すると、濃厚な塩化物を含む水溶液(以下、高濃度塩水)が発生し（第

Ⅱ部 2.7 焼却飛灰から溶出する水溶液の組成を参照）、かつ、高濃度塩水には放射性 Cs が

含有されることが想定される。高濃度塩水がコンクリートに作用する事態が発生した場合、

コンクリートに種々の劣化が生じることが予想され、放射性 Cs がコンクリート構造物から

漏出する可能性がある。したがって、最終処分場には外部からの浸水などにより汚染焼却飛

灰に直接水が作用しないように厳重な遮水を施すとともにさらに外部からの浸水がないこ

とを確認する方法を準備するべきであり、かつ、吸湿などによる汚染焼却飛灰からの Cs を

含む高濃度塩水の漏出（第Ⅱ部 2 章）も考慮しなければならない。また、予期することが

難しい偶発作用により鉄筋コンクリートに高濃度塩水が作用する最悪の状況を想定し、そ

の対策をあらかじめ考慮しておくことが望ましい。このような施設設計や対策においては

原子力発電所や放射性廃棄物処分における多重防護の考え方も参考になる。 

関連法規としては、特措法に関わる環境省告示第 15 号（平成 25 年 2 月 28 日）において、

最終処分場のコンクリートについて、「日本工業規格 A1108（コンクリートの圧縮強度試験

方法）により測定した一軸圧縮強度が 25N/mm2以上で、水密性を有する鉄筋コンクリート

で造られ、かつ、その厚さが 35cm 以上であること又これと同等以上の遮断の効力を有する

こと。」という性能が、特定廃棄物の埋立処分の場所に係る外周仕切設備の要件として提示

されているのみで、その詳細は示されていない（参考資料 I-2）。 

ここで特措法の性格を端的に示すと、従来の特措法は従来の「廃棄物の処理及び清掃に関

する法律」（廃掃法）に放射線防護の考え方を加えたものであり、放射線防護以外の要件は

廃掃法の基本的考え方を踏襲すると考えられる。廃掃法に関連して、環水企 301・衛環 63

（平成 10 年 7 年 16 日）では、七  腐食防止（第四号ロ）として、「擁壁等に使用される材
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料には、コンクリート、鋼材、土砂等があるが、コンクリート、鋼材等は接触する水等の性

状により腐食される場合があり、なかでも広く使われているコンクリートについては、酸、

海水、塩類、動物性油類等が影響を及ぼすことが知られているので十分注意する必要がある

こと。擁壁等の腐食防止対策として、例えばコンクリートの場合にあってはその配合設計、

打ち込み、養生等の施工管理での対応のほか、樹脂等による被覆、塗装、アスファルト被覆

等の措置が、また、鋼材の場合にあってはモルタルまたはコンクリート被覆、樹脂等による

被覆、塗装、電気防食、腐食を考慮した厚さの設定等の措置があること。」 が定められてい

る。 

このように、コンクリートおよびコンクリート構造物の性能は、設計や施工、維持管理に

よって大きく変動するため、それを十分に考慮して設計することの必要性が特措法の基と

なった廃掃法の体系でも示されている。したがって、特定廃棄物の処分場においてコンクリ

ートに被覆・塗装を施すことを前提としても、コンクリート工学の知見を活用しコンクリー

トおよびコンクリート構造物の性能を合理的に向上させることは、多重防護の観点から最

終処分場全体の性能向上に資することができると考えられる。 

第Ⅰ部では、高濃度塩水を発生する可能性がある汚染焼却飛灰を対象とする最終処分場

の特徴を明らかにするとともに、適用されるコンクリートについて特に考慮する点をまと

めることとした。 

 

2. 関連法規と環境省の説明資料の概要 

特定廃棄物の最終処分は特措法に従い行われる。関連法規は参考資料 I-2 に整理するが、

ここでは要点を説明する。 

10 万 Bq/kg を超える特定廃棄物の埋め立て基準は、特別措置法施工規則第二十六条第 1

項に記載されているが、遮断型構造が規定されているわけではない。ただし、記載内容は、

「一般廃棄物の最終処分場及び産業廃棄物の最終処分場に係る技術上の基準を定める省令」

第二条の遮断型最終処分場と同一であり、法律解釈の議論はあるかもしれないが、技術的に

は遮断型構造と解釈できる。環境省が開催してきた災害廃棄物安全評価検討会では、「10 万

Bq/kg を超える特定廃棄物を遮断型相当の最終処分場で埋立処分する場合の外周仕切設備

の要件案」として検討が進められ、環境省告示第 15 号（平成 25 年 2 月 28 日）となった。

以下に内容を改めて表記する。 

１．日本工業規格 A1108（コンクリートの圧縮強度試験方法）により測定した一軸圧縮

強度が 25N/mm2以上で、水密性を有する鉄筋コンクリートで造られ、かつ、その厚

さが 35cm 以上であること又はこれと同等以上の遮断の効力を有すること。 

２．自重、土圧、水圧、波力、地震力等に対して構造耐力上安全であること。 

３．埋め立てた特定廃棄物と接する面が遮水の効力及び腐食防止の効力を有する材料で

十分に覆われていること。 

４．地表水、地下水及び土壌の性状に応じた有効な腐食防止のための措置が講じられて
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いること。 

５．目視等により損壊の有無を点検できる構造であること。ただし、長期的に安全を確

保するために必要な措置を講じた場合には、この限りではない。 

６．その他放射線障害防止のために必要な放射線の遮蔽の効力を有すること。 

特措法上は、上記が遮断型最終処分場であることは明記されておらず、遮断型処分場の区

画埋立（50m2もしくは 250m3等）についても記載されていない。 

環境省は指定廃棄物処分等有識者会議において、遮断型相当の最終処分場を説明するた

めに、遮断型処分場のイメージ図（図 1～3）を示してきた。しかし、特措法上は現実の最

終処分場が遮断型構造である必然性は明記されてはいないし、イメージ図のとおりの構造

とする必要は必ずしもない。求められる機能が実現できる構造を環境省が提示するか、公募

すればよい。例えば、図 1 において外周仕切設備（特措法要件）と内部仕切設備（特措法に

はない）および管理点検廊のための外周壁を例示しているが、外周壁を外周仕切り施設とし

て設計できる可能性がある。その後も、環境省は多くの資料を提示しており[例えば[2]、[4]]、

説明のためのイメージ図ではあるとしても、二重のコンクリート構造やコンクリート厚さ

と人の身長の対比イメージなど、現実には配慮せざるを得ない一定の技術事項が存在して

いると考えられるが、実施工では合理的に求められる機能が実現できればよい。環境省のイ

メージ図は、最終処分場の建設に向けた最低限の取決めである関連法規を実現するための

一つの方策としてとらえるべきである。 

最終処分場に求められる機能は以下の三つである（参考資料 I-1）。 

１．遮断 

２．遮蔽 

３．安全の確認 

遮断は、処分対象物からの環境への有害物質の漏えいを遮断することを意味するが、鉄筋

コンクリート製の遮断型構造により実現する。放射性物質を含有するため、多重防護の観点

からコンクリート以外に、各種の方策を講じる。水による有害成分の移動が課題となるため、

遮水が重要である。本技術資料では、コンクリートの遮断性能を高めることを中心に議論す

る。 

遮蔽とは、汚染廃棄物から発せられる放射線の遮蔽であり、十分な厚さ（質量）のコン

クリートと土壌により確保できるためここでは検討を行わない。 

安全の確認は、有害物質の漏えいがないことを確認するということであり、三つの期間に

分けて行う。すなわち、指定廃棄物を搬入・埋め立てする埋立期間、処分場をコンクリート・

ベントナイト・土壌で覆い管理点検廊から人が目視で安全を確認する期間（第 1 監視期間）、

管理点検廊にベントナイト混合土を充填し長期間にわたりモニタリングする期間（第 2 監

視期間）に区分する。 
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図1 埋立地完成時及び施設供用中（埋立中）のイメージ図[4] 

 

 
図 2 埋立終了・第 1 監視期間のイメージ図[4] 

 

 

図 3 埋立終了・第 2 監視期間のイメージ図[4] 
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最終処分場に求められる機能を確保するためには、コンクリート構造物はこれらの期間

に応じて必要な性能を保持しなければならない。ここで、最終処分場は汚染焼却飛灰廃棄物を

処分するため一般のコンクリート構造物とは異なり、以下に特に考慮すべき特徴をあげ、整理す

る。 

 

3. 最終処分場の特徴 

鉄筋コンクリート製の最終処分場を考えると、地震等で漏えいしないように処分しなけ

ればならないが、このためには鉄筋コンクリート自体の特性と飛灰から発生する可能性が

ある濃厚塩水の作用との二つの側面に注意する必要がある。濃厚塩水の発生は水の作用に

よるが、少なくとも雨水の侵入を防止する必要がある。雨水の侵入と濃厚塩水の漏えいを何

らかの方法により全面から確認することが求められる。以上の事情も勘案して、指定廃棄物

である汚染焼却飛灰廃棄物等の最終処分場の特徴に関して、特にコンクリートと関連する

と考えられる項目を整理する。 

実際に建設される最終処分場は環境省提示の構造（環境省の資料(参考資料Ⅰ-1)）と同一

ではないかもしれないが、以下では、環境省の資料をもとに考察をする。また、表１に内容

を整理した。 

 

＜処分対象の特徴＞ 

1)  放射性物質が対象となり、安全・安心と説明性が求められる。 

2)  汚染焼却飛灰廃棄物は高濃度の塩化物および水溶性 Cs を含み、吸湿性を有する。 

＜構造の特徴＞ 

3)  鉄筋コンクリート製の構造物は、1 区画が幅 10m×奥行 5m×高さ 5m と大きい。 

4)  コンクリート部材が 1m 近くと厚くなる可能性がある。 

5)  コンクリートの耐久性を持続させるための腐食防止対策として、エポキシ樹脂塗

装、FRP 防食ライニング、シートライニング等の内面被覆材がコンクリート表面に

施工される。 

6)  環境からの水の侵入に対して多重の遮断性や遮蔽性を期待するため、コンクリート

構造のほか、ベントナイト・土壌による覆いを設ける。 

＜建設における特徴＞ 

7)  早期の建設が強く求められている。  

8)  立地は（技術的要件に加えて）政策的に決定される可能性が高い。 

＜管理における特徴＞ 

9)  第 1 監視期間が数 10 年と長い。 

10)  管理点検廊より、長期間(第 1 監視期間)にわたる点検・維持管理が行われる。 
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4. 最終処分場に適用されるコンクリートについて考慮する点 

前章で整理した最終処分場の特徴を踏まえ、適用されるコンクリートについて考慮する

点を整理する。 

 

＜処分対象について考慮する点＞ 

1)  放射性物質を処分するため、一般のコンクリート構造物よりも高い性能や安心感が

求められる可能性がある。過大な温度ひび割れや乾燥ひび割れを樹脂注入等で補修

した場合、外観から施工不良を疑わせる可能性があり安心感を損なう。 

2)  汚染焼却飛灰廃棄物の吸湿によって内部が乾燥し、コンクリートに乾燥収縮ひび割

れが発生する可能性がある。また、汚染焼却飛灰廃棄物が潮解やコンクリート構造

物内への浸水などの偶発作用によって、高濃度塩水が発生した場合には、コンクリ

ート構造物の塩害、アルカリ骨材反応、化学的侵食などを引き起こし、性能を著し

く低下させる可能性がある。  

＜構造について考慮する点＞ 

3)  コンクリート構造の床面積が大きい場合には、過大なたわみやひび割れが発生する

可能性があり、乾燥ひび割れの影響を受けやすい。コンクリート製の覆い（コンク

リートピットのフタ）については、ひび割れや壁体との界面を生じさせずに高い防

水性をもって施工することが難しい。過大なひび割れが発生した場合には、耐久性

などの性能を低下させる。 

4)  厚いマスコンクリート部材では、セメントの水和発熱によって温度ひび割れが生じ

る可能性がある。過大なひび割れは、性能を低下させる。 

5)  コンクリートにおいて過大なひび割れが発生した場合には、腐食防止対策として施

工される被覆材（ここでは、「内面被覆材」という）に損傷を与える可能性があ

る。また、内面被覆材に欠陥があった場合はコンクリートに劣化を生じる可能性が

ある。 

6)  覆土や充填に用いられる土壌やベントナイトとコンクリートとの相互作用を考慮す

る必要がある。  

＜建設について考慮する点＞ 

7)  工期が十分ではない可能性がある。 

8)  硫酸塩土壌や凍結融解などの厳しい環境条件や材料調達、運搬などに制約がある可

能性がある。 

＜点検について考慮する点＞ 

9)  高い耐久性が求められる。 

10)  点検・維持管理を行う管理点検廊からは廃棄物を入れた構造物の内側は直接には観

察できないため、内面に生じた異常を直ちに検知できない可能性がある。 
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ここに示した考慮する点について、特徴と対比して表 1 にまとめた。第 II 部でこれら考慮

する点に対する対応策について具体的に検討を行う。 

 

表１ 最終処分場に適用されるコンクリートに関連した施設の特徴と考慮する点 

  施設の特徴 コンクリートについて考慮する点 

処

分

対

象 

1) ＜放射性物質の処分＞ 

放射性物質が対象となり、安

全・安心と説明性が求められる 

一般のコンクリート構造物よりも高い性能や安心感

が求められる可能性がある 

過大な温度ひび割れや乾燥ひび割れなどを樹脂注入

などで補修した場合、安心感を損なう可能性がある 

2) ＜汚染焼却飛灰廃棄物＞ 

汚染焼却飛灰廃棄物は高濃度の

塩化物と水溶性 Cs を含み、吸

湿性を有する 

吸湿によって内部が乾燥し、コンクリートに乾燥収

縮ひび割れが発生する可能性がある 

汚染焼却飛灰廃棄物が潮解やコンクリート構造物内

への浸水などの偶発作用によって、高濃度塩水が発

生した場合には、性能を著しく低下させる可能性が

ある 

構

造 

3) ＜大規模構造＞ 

1 区画が幅 10m×奥行 5m×高さ

5m と大きい 

過大なたわみやひび割れが発生する可能性がある 

乾燥ひび割れの影響を受けやすい 

ひび割れのないコンクリートの覆い（コンクリート

ピットのフタ）の施工は難しい 

過大なひび割れは性能を低下させる 

4) ＜マスコンクリート＞ 

コンクリートが 1m 近くと厚く

なる可能性がある 

 

温度ひび割れが生じる可能性がある 

過大なひび割れは性能を低下させる 

5) ＜腐食防止対策＞ 

腐食防止対策として、エポキシ

樹脂塗装、FRP 防食ライニン

グ、シートライニング等の内面

被覆材がコンクリート表面に施

工される 

 

過大なひび割れにより損傷する可能性がある。 

欠陥があった場合のコンクリートへの影響を確認す

る必要がある 

6) ＜多重構造＞ 

ベントナイト・土壌による覆い

が設けられ、環境からの水の侵

入に対して多重の遮断性や遮蔽

性が期待される 

 

コンクリートとベントナイト・土壌との相互作用を

考慮する必要がある 

建

設 

7) ＜早期建設＞ 

早期の建設が強く求められてい

る 

 

工期が十分ではない可能性がある 

8) ＜立地＞ 

立地は政策的に決定される可能

性が高い 

 

硫酸塩土壌や凍結融解などの厳しい環境条件や材料

調達、運搬などに制約がある可能性がある 

点

検 

9) ＜長期供用＞ 

第 1 監視期間が数 10 年と長い 

 

高い耐久性が求められる 

10) ＜維持管理性＞ 

管理点検廊より、長期間にわた

る点検・維持管理が行われる 

 

内面に生じた異常を直ちに検知できない可能性があ

る 
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参考資料Ⅰ-2 関連法規の整理 

 

 

1. はじめに 

ここでは、「平成二十三年三月十一日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故

により放出された放射性物質による環境の汚染への対処に関する特別措置法」（以下、特措法）にお

ける最終処分場と、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則」（以下、廃掃法）に基づき定め

られた「一般廃棄物の最終処分場及び産業廃棄物の最終処分場に係る技術上の基準を定める省令」に

おける遮断型最終処分場との関係の整理をする。まず、関連法規を列挙する。そのうえで、特措法に

おける最終処分場を遮断型構造とする根拠と技術的に明確にすることが必要な点を指摘する。 

 

2. 廃掃法の遮断型最終処分場、特措法の最終処分場の関連法規 

以下に、遮断型の最終処分場のコンクリートに関する公示されている関連法規を抽出する。 

 

2.1. 廃掃法 

【一般廃棄物の最終処分場及び産業廃棄物の最終処分場に係る技術上の基準を定める省令】 

（昭和 52 年 3 月 14 日総理府・厚生省令第 1 号） 

最終改正：平成 25 年 2 月 21 日日環境省令第 3 号 

 （産業廃棄物の最終処分場に係る技術上の基準） 

第二条 

二 遮断型最終処分場にあつては、前条第一項第六号の規定の例によるほか、次の要件を備

えていること。 

ロ 埋立地には、産業廃棄物の投入のための開口部を除き、次の要件を備えた外周仕切設備

が設けられていること。 

（１） 日本工業規格 A1108（コンクリートの圧縮強度試験方法）により測定した一軸圧縮

強度が 1mm2につき 25N 以上で、水密性を有する鉄筋コンクリートで造られ、かつ、

その厚さが 35cm 以上であること又はこれと同等以上の遮断の効力を有すること。 

（２） 前条第一項第四号イに掲げる要件を備えていること。 

（３） 埋め立てた産業廃棄物と接する面が遮水の効力及び腐食防止の効力を有する材料で

十分に覆われていること。 

（４） 地表水、地下水及び土壌の性状に応じた有効な腐食防止のための措置が講じられて

いること。 

（５） 目視等により損壊の有無を点検できる構造であること。 
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【一般廃棄物の最終処分場及び産業廃棄物の最終処分場に係る技術上の基準を定める命令の運用

に伴う留意事項について】 

公布日：平成 10 年 7 年 16 日 

環水企 301・衛環 63 

Ⅰ 一般廃棄物の最終処分場の構造基準（第一条第一項） 

六 構造耐力（第四号イ） 

荷重及び外力として自重、土圧、水圧、地震力を、さらに水面埋立地においては波力を

採用して擁壁等の安定計算（静的設計計算をいう。）を行い、安全性を確保すること。安

定計算の対象としては、基礎地盤の支持力 、擁壁等構造物の転倒及び滑動等があり十分

な安全率を見込んで行うこと。 

その他の荷重及び外力としては、積載荷重、積雪荷重、風圧力があり、埋立地の状況に

応じて採用すること。 

七 腐食防止（第四号ロ） 

擁壁等に使用される材料には、コンクリート、鋼材、土砂等があるが、コンクリート、

鋼材等は接触する水等の性状により腐食される場合があり、なかでも広く使われているコ

ンクリートについては、酸、海水、塩類、動物性油類等が影響を及ぼすことが知られてい

るので十分注意する必要であること。 

擁壁等の腐食防止対策として、例えばコンクリートの場合にあってはその配合設計、打

ち込み、養生等の施工管理での対応のほか、 樹脂等による被覆、塗装、アスファルト被

覆等の措置が、また、鋼材の場合にあってはモルタル又はコンクリート被覆、樹脂等によ

る被覆、樹脂等による被覆、塗装、電気防食、腐食を考慮した厚さの設定等の措置がある

こと。 

 

Ⅳ 産業廃棄物の最終処分場の構造基準（第二条第一項） 

三 遮断型最終処分場（第二号） 

（四）内部仕切設備（第二号ハ） 

埋立地の内部は、一区画の面積がおおむね 50m2以下、又は容量がおおむね 250m3以下と

なるように区画すること。ただし、埋立地の面積が 50m2以下、かつ、容量が 250m3以下

である場合には、内部仕切設備を設ける必要がないこと。 

遮断の効力、構造耐力、遮水の効力及び腐食防止の効力については、外部仕切設備につい

ての規定に準じて取り扱うものであること。 

 

Ⅴ 産業廃棄物の最終処分場の維持管理基準（第二条第二項） 

二 遮断型最終処分場（第一号） 

（四）外周仕切設備、内部仕切設備（第一号ハ） 

外周仕切設備の点検方法は、点検路からの目視、外周仕切設備の周囲の空間からのビデオ

カメラによる撮影、熱赤外線映像法等により行うこと。 
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2.2. 特措法 

【平成二十三年三月十一日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故により放

出された放射性物質による環境の汚染への対処に関する特別措置法施行規則】 

  （平成 23 年 12 月 14 日環境省令第 33 号） 

最終改正：平成 25 年 2 月 21 日環境省令第 3 号 

第 26 条 特定廃棄物（事故由来放射性物質について放射能濃度を第 20 条に規定する方法によ

り調査した結果、事故由来放射性物質であるセシウム 134 についての放射能濃度及び事故 

由来放射性物質であるセシウム 137についての放射能濃度の合計が 10万Bq/kgを超えると認

められるものに限る。以下この項において同じ。）の埋立処分の基準は、次のとおりとする。 

１ 埋立処分は、次のように行うこと。 

二 放射線障害防止のため環境大臣が定める要件を備えた外周仕切設備が設けられ、かつ、

公共の水域及び地下水と遮断されている場所において行うこと。 

７ 埋立処分を終了する場合（埋立地を区画して埋立処分を行う場合には、当該区画に係る

埋立処分を終了する場合を含む。）には、放射線障害防止の効果を持った覆いにより開口部を

閉鎖することその他環境大臣が定める措置を講ずること。 

 

（環境省告示第 15 号） 

平成 25 年 2 月 28 日 

特定廃棄物の埋立処分の場所に係る外周仕切設備の要件 

(特別措置法施工規則第 26 条第 1 項第 1 号二に基づく) 

 

１．日本工業規格 A1108（コンクリートの圧縮強度試験方法）により測定した一軸圧縮強

度が 1mm2につき 25N 以上で、水密性を有する鉄筋コンクリートで造られ、かつ、そ

の厚さが 35cm 以上であること又はこれと同等以上の遮断の効力を有すること。 

２．自重、土圧、水圧、波力、地震力等に対して構造耐力上安全であること。 

３．埋め立てた特定廃棄物（規則第二十六条第一項に規定する特定廃棄物をいう。）と接

する面が遮水の効力及び腐食防止の効力を有する材料で十分に覆われていること。 

４．地表水、地下水及び土壌の性状に応じた有効な腐食防止のための措置が講じられてい

ること。 

５．目視等により損壊の有無を点検できる構造であること。ただし、長期的に安全を確保

するために必要な措置を講じた場合には、この限りではない。 

６．その他放射線障害防止のために必要な放射線の遮蔽の効力を有すること。*1 

 

（環境省告示第 16 号） 

平成 25 年 2 月 28 日 

特定廃棄物の埋立処分を終了する場合の措置 

第１条 平成二十三年三月十一日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事

故により放出された放射性物質による環境の汚染への対処に関する特別措置法施行規則（以

下「規則」という。）第二十六条第一項第七号の環境大臣が定める措置は、次に掲げる要件を
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備えた覆いにより開口部（埋立地を区画して埋立処分を行う場合には、埋立処分が終了した

区画に係る開口部に限る。以下同じ。）を閉鎖することとする。 

１．日本工業規格 A1108（コンクリートの圧縮強度試験方法）により測定した一軸圧縮強度

が 1mm2につき 25N 以上で、水密性を有する鉄筋コンクリートで造られ、かつ、その厚

さが 35cm 以上であること又はこれと同等以上の遮断の効力を有すること。 

２．自重、土圧、水圧、波力、地震力等に対して構造耐力上安全であること。 

３．埋立てた特定廃棄物と接する面が遮水の効力及び腐食防止の効力を有する材料で十分

に覆われていること。 

４．地表水、地下水及び土壌の性状に応じた有効な腐食防止のための措置が講じられてい

ること。 

５．放射線障害防止のために必要な放射線の遮蔽の効力を有すること。*1（公共の水域及び

地下水と遮断されている場所以外の場所において放射能濃度の合計が 10万Bq/kg以下で

ある特定廃棄物の埋立処分を終了する場合の措置） 

 

第２条 規則第二十六条第二項第七号イ本文の環境大臣が定める措置は、次に掲げる要件を

備えた覆いにより開口部を閉鎖することとする。 

  １．厚さがおおむね 50cm 以上の土壌その他これに類するものであること。 

  ２．放射線障害防止のために必要な放射線の遮蔽の効力を有すること。 

 

以上が、廃掃法と特措法の抜粋である。 

特措法(環境省告示第 15 号、環境省告示第 16 号)は、廃掃法に加えて放射線障害防止を考慮し、 

*1 で示した、「放射線障害防止のための必要な放射線の遮蔽の効力を有すること」 

を追記したと考えられる。 

 

 

3. 指定廃棄物の最終処分場に関する省令の整理 

本章では、指定廃棄物の最終処分場に関する奨励の詳細な整理を行う。実施工に向けて、明確

にしておくべき点を揚げる。 

 

10 万 Bq/kg を超える特定廃棄物の埋立処分の基準は、施行規則第二十六条第 1 項に書かれてお

り、埋立物の性状や周辺地下水観測を規定した条文を除外すると、 

○ 特定廃棄物が飛散し、及び流出しないようにすること。 

○ 埋立処分に伴う悪臭、騒音又は振動によって生活環境の保全上支障が生じないように必

要な措置を講ずること。 

○ 周囲に囲いが設けられ、かつ、特定廃棄物の処分の場所であることの表示がされている

場所で行うこと。 

○ 放射線障害防止のため環境大臣が定める要件を備えた外周仕切設備が設けられ、かつ、

公共の水域及び地下水と遮断されている場所において行うこと。 

○ 最終処分場のうちの一定の場所において、かつ、特定廃棄物が分散しないように行うこ
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と。 

○ 埋立地からの浸出液による最終処分場の周縁の地下水の水質への影響の有無を判断する

ことができる二以上の場所から採取され、又は地下水集排水設備（地下水を有効に集め、

排出することができる堅固で耐久力を有する管渠その他の集排水設備をいう。以下同

じ。）により排出された地下水の水質検査を次により行うこと。 

○ 最終処分場の敷地の境界において、放射線の量を第十五条第十一号の環境大臣が定める

方法により七日に一回（埋立処分が終了した最終処分場にあっては、一月に一回）以上

測定し、かつ、記録すること。 

○ 一日の埋立作業を終了する場合には、放射線障害防止のため、遮蔽物を設ける等必要な

措置を講ずること。 

○ 埋立処分を終了する場合（埋立地を区画して埋立処分を行う場合には、当該区画に係る

埋立処分を終了する場合を含む。）には、放射線障害防止の効果を持った覆いにより開口

部を閉鎖することその他の環境大臣が定める措置を講ずること。 

○ 埋立地には、ねずみが生息し、及び蚊、はえその他の害虫が発生しないようにすること。 

○ 特定廃棄物の埋立処分のための施設を設置する場合には、生活環境の保全上支障を生ず

るおそれのないように必要な措置を講ずること。 

○ 廃酸及び廃アルカリは、埋立処分を行ってはならないこと。 

であり、下線部の「外周仕切壁」ならびに「開口部の閉鎖の方法」が、それぞれ平成 25 年告示第

15 号と第 16 号で規定されている。外周仕切りは、基準省令の第二条第 1 項第二号ロの規定に放

射線障害防止のための必要な措置が加えられているのみである。開口部の閉鎖は、基準省令第二

条第 2 項第一号ニの規定に放射線障害防止のための必要な措置が加えられているのみである。ち

なみに、外周仕切りは基準省令の遮断型最終処分場の構造基準、開口部の閉鎖は維持管理基準に

相当する。 

 

特措法、施行令、施行規則、廃棄物関係ガイドラインで書かれている 10 万 Bq/kg を超える特

定廃棄物の埋立基準は以上が全てであり、基準省令の構造基準や維持管理基準を準拠することは

書かれていない。遮断型処分場の区画埋立（50 m2もしくは 250 m3等）については、基準省令第

二条第 1 項第二号ハに書かれているが、同様の条文は特措法には存在しない。では、どこで出て

きたかを推定すると、恐らくは、平成 23 年 8 月 31 日に発出された通知「8,000 Bq/kg を超え 10

万 Bq/kg 以下の焼却灰等の処分方法に関する方針」が最初と思われる。これは、指定廃棄物を固

型化して埋め立てることを示した初めての文章であり、この資料の最後に、（参考２）として、 

放射性セシウム濃度が 10 万 Bq/kg を超える焼却灰については、有害な重金属等を含む廃棄

物を埋め立てるための遮断型最終処分場での埋立処分が技術的に可能と考えられるが、埋め

立てる焼却灰の放射性セシウムの濃度に応じ放射線の遮蔽のために必要となるコンクリート

壁の厚さを確保するとともに、長期的な安全性の確保といった観点にも配慮して、適切な埋

立処分の方法を検討すべきと考えられる。また、焼却灰をセメント固化し、固化後の濃度が

10 万 Bq/kg 以下になる場合には、8,000Bq/kg を超え 10 万 Bq/kg 以下と同様の方法で処理す

ることも可能であると考えられる。 

と書かれ、遮断型最終処分場の図が紹介されている。そこに、外周仕切設備の要件、埋立面積を
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規定した区画埋立、外周仕切りと同様仕様の覆い、について文章として記載されている。 

ここで、考慮するべきことは、 

「10 万 Bq/kg を超える特定廃棄物の埋立処分基準は、基準省令の構造基準に準じた遮断型処分場

ではなくて、施行規則第二十六条第 1 項に書かれた処分基準に準ずると考える」 

かどうかということである。 

もし、施行規則に従うのであれば「区画埋立」と「内部仕切り」の要件はどこで読めるのかを

明らかにしなければならない。平成 23 年 8 月 31 日の発出文章で書かれているが法的効力は無い

ものと考える。 

 

先に示した告示 15 号では、外周仕切りとして 

１．日本工業規格 A1108（コンクリートの圧縮強度試験方法）により測定した一軸圧縮強

度が 1mm2 につき 25N 以上で、水密性を有する鉄筋コンクリートで造られ、かつ、そ

の厚さが 35cm 以上であること又はこれと同等以上の遮断の効力を有すること。 

２．自重、土圧、水圧、波力、地震力等に対して構造耐力上安全であること。 

３．埋め立てた特定廃棄物（規則第二十六条第一項に規定する特定廃棄物をいう。）と接

する面が遮水の効力及び腐食防止の効力を有する材料で十分に覆われていること。 

４．地表水、地下水及び土壌の性状に応じた有効な腐食防止のための措置が講じられてい

ること。 

５．目視等により損壊の有無を点検できる構造であること。ただし、長期的に安全を確保

するために必要な措置を講じた場合には、この限りではない。 

６．その他放射線障害防止のために必要な放射線の遮蔽の効力を有すること。*1 

が規定されている。斜体で示した文言は、基準省令には無く、施行規則で追加された文章である。

「長期的に安全を確保するために必要な措置を講じた場合」については、第二管理期間移行時の

のベントナイト充填を意味している。読み方によっては、目視点検を除外できるので、長期的安

全確保が可能であれば、点検廊を設置しなくても良い可能性もある。 

 告示 16 号については、鉄筋コンクリートの仕様、内側、外側からの腐食等は同じであり、目視

等による損壊有無の点検に関する文章が無い。これは、土壌等で放射線障害防止の観点から覆土

を施工するためと考えられる。 

 

 以下は、10 万 Bq/kg を超える特定廃棄物の最終処分が、基準省令に準じるとした場合について

記す。基準省令上では、廃棄物最終処分場については、構造基準、維持管理基準、廃止基準の主

に 3 つが規定されている。遮断型処分場の廃止基準には環境大臣が指定する措置が求められてい

るが、この措置は告示として出されていないので、実質的に廃止できないことになっているため、

ここでは除外する。 

 構造基準は、 

○ 埋立地の周囲には、地表水が埋立地の開口部から埋立地へ流入するのを防止することが

できる開渠その他の設備が設けられていること。 

○ 埋立地の周囲には、みだりに人が埋立地に立ち入るのを防止することができる囲いが設

けられていること。 
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○ 埋立地には、産業廃棄物の投入のための開口部を除き、次の要件を備えた外周仕切設備

が設けられていること。（※これは告示 15 号と同じ） 

○ 面積が 50 m2を超え、又は埋立容量が 250 m3を超える埋立地は、ロ（１）から（４）ま

でに掲げる要件[1]を備えた内部仕切設備により、一区画の面積がおおむね 50 m2を超え、

又は一区画の埋立容量がおおむね 250 m3を超えないように区画すること。（※ロ（１）

から（４）とは、外周仕切設備、つまり告示 15 号と同じこと） 

となっている。このように、区画埋立の規定は、基準省令のなかで規定されている。また、基準

省令には留意事項が発出されており、それぞれの構造基準に対して、より細かな規定がなされて

いる。 

○ 構造耐力に対しては、「荷重及び外力として自重、土圧、水圧、地震力を、さらに水面埋

立地においては波力を採用して擁壁等の安定計算（静的設計計算をいう。）を行い、安全

性を確認すること。安定計算の対象としては、基礎地盤の支持力、擁壁等構造物の転倒

及び滑動等があり十分な安全率を見込んで行うこと。」 

○ 内部からの腐食については、「産業廃棄物と接する面の耐水性及び耐食性に関する規定で

あり、高分子材料による被覆、塗装等[2]により対応すること。」 

○ 外側からの腐食については、「擁壁等に使用される材料には、コンクリート、鋼材、土砂

等があるが、コンクリート、鋼材等は接触する水等の性状により腐食される場合があり、

なかでも広く使われているコンクリートについては、酸、海水、塩類、動植物油類等が

影響を及ぼすことが知られているので十分注意することが必要であること。擁壁等の腐

食防止対策として、例えばコンクリートの場合にあってはその配合設計、打ち込み、養

生等の施工管理での対応のほか、樹脂等による被覆、塗装、アスファルト被覆等の措置

[3]が、また、鋼材の場合にあってはモルタル又はコンクリート被覆、樹脂等による被覆、

塗装、電気防食、腐食を考慮した厚さの設定等の措置があること。」 

○ 目視点検については、「点検を可能とする構造に関する規定であり、外周仕切設備の側面

部及び底面部の周囲に、点検路や点検のためビデオカメラ等の機器を通すことができる

空間を設ける構造等とすること。」 

○ 内部仕切設備については、「埋立地の内部は、一区画の面積がおおむね五〇平方メートル

以下、又は容量がおおむね二五〇立方メートル以下となるように区画すること。ただし、

埋立地の面積が五〇平方メートル以下、かつ、容量が二五〇立方メートル以下である場

                                                        

[1] 基準省令に準じるのであれば、外部仕切の仕様と、内部仕切の仕様は等しくなる。 

[2] 内側からの腐食防止は「高分子材料による被覆、塗装等」で良いか、この場合の必要要件は何

か、という点をまとめる必要がある。 

[3] 外側からの腐食防止は「樹脂等による被覆、塗装、アスファルト被覆等」で良いか、この場合

の必要要件は何か、という点を考慮する必要がある。 

 

<引用> 

i 一般廃棄物の最終処分場及び産業廃棄物の最終処分場に係る技術上の基準を定める省令（昭和五

十二年三月十四日総理府・厚生省令第一号）最終改正：平成二五年二月二一日環境省令第三号 

ii 環境省（2012）：災害廃棄物安全評価検討会（第 15 回）、平成 24 年 12 月 21 日、資料 2-3 

iii 一般廃棄物の最終処分場及び産業廃棄物の最終処分場に係る技術上の基準を定める命令の運用

に伴う留意事項について（公布日：平成 10 年 07 月 16 日） 
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合には、内部仕切設備を設ける必要がないこと。遮断の効力、構造耐力、遮水の効力及

び腐食防止の効力については、外周仕切設備についての規定に準じて取り扱うものであ

ること。」 

と記載されている。 

 

なお、参考として、次ページに外周仕切設備及び内部仕切設備の要件についてのまとめ表-1 を付

す。 
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表-1 外周仕切設備及び内部仕切設備の要件 
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